
フランスにおける大学職員
一大学の自律性拡大と公務員制度の狭間でー
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本稿は、フランスの大学職員（教員外職員）の諸制

度と開発活動を概観し、近年同国で大学の自律性拡大

が進めれられる中で、大学職員に求められる役割等の

変化を考察するものである（1）。

I.フランスの高等教育制度

フランスの高等教育制度（2）の特徴の一つは、大学

(universite）は公高等教育（enseignementsuperieur 

public）を担う機関として位置付けられ、高等教育

の提供において国の責務が強く求められることであ

る。それ故大学は全て国立で、その法的地位は学

術的・文化的・職業専門的性格を有する公施設法

人（etablissementpublic a caractere scientifique, 
culturel et professionnel : EPSCP) <3l <4lとされ、原

則として教職員の身分は公務員である（滝沢， 2002）。

学生納付金は非常に低廉な登録料のみで（5）、大学予

算の大半は国からの交付金である。大学の教育課程（学

位制度）や教員資格についてのみならず、その組織編

成の在り方や議決機関・管理職員の権限等の在り方が

明確に法令で規定されるなど、高等教育政策において

国の統制が色濃く反映されている。後述のように近年、

大学の自律性が拡大されてきているが、上記のような
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制度の根幹は今日においても変わりがない。

また、大学以外に、グランド・ゼコールを始めとす

る非大学高等教育機関が多数存在し、中には大学以上

の威信を有する機関が少なくないことも高等教育制度

の特徴の一つである。非大学高等教育機関の法的地位

は多様であり、私立の機関がある一方で、大学と同じ

法的地位（EPSCP）を有する機関が存在し、そこで

は大学と同じ職員制度が適用されている。

n.大学職員に関する諸制度

1.管理組織と職種

大学は法人格を有する公施設法人の一種である

学術的・文化的・職業専門的性格を有する公施設法

人（EPSCP）であるが、法人化後の日本の国立大学

と異なって、大学の裁量的経費を用いて私的雇用契

約に基いて採用される有期職員（契約職員）を除け

ば、教職員の身分は公務員である。そのうち、教員

を除く職員は教育行政を通じた職員体系の中に置か

れ、現在は、国民教育省及び高等教育・研究省（6) 

の共同事務組織である国民教育・高等教育・研究統

合事務局（Secretariatgeneral Education nationale. 

enseignement superieur, recherche）の中の人的資源

総局（Directiongenerale des ressources humaines) 

技術・行政・技能・保健福祉・図書館職員部（Service

des personnels ingenieurs, administratifs, techniques. 

sociaux et de sante et des bibliotheques）において一

括して管理されている。同部には、研修室（Mission

de la formation）、雇用計画・身分・福利厚生課（Sous-

direction des etudes de gestion previsionnelle, 

statutaires et action sanitaire et sociale）、キャリア管

理課（Sous-directionde la gestion des carrieres）の
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表 1 教育研究行政職員（BIATSS）の分類

行政職 研究・教育技術・技能職 保健福祉職 図書館職

国民教育・高等教育・研究 研究技師 国民教育医師 主任図書管理官

行政官 (ingenieur de recherche) (medecin de l’education (conservateur general des 

(administrateur de ｜’edu・ 調査技師 natonale) bibliotheques) 

cation nationale, de l’en- (ingenieur d’etudes) 国民教育・高等教育看護師 図書管理官

seignement superieur et de (infirmier de l’education (conservateur des biblio-

A種
la recherche) nationale et de r enseigne- theques) 
国民教育・高等教育・研究 ment superieur) 司書

専門官 (bibliothecaire) 

(attache de I' education 

nationale, de I' enseigne-

ment superieur et de la 

recherche) 

国民教育・高等教育行政事 研究教育技能職員 看護師 司書補

務官 (technicien de recherche (infirmier) (bibliothecaire assistant 

B種 (secretaire administratif de et de formation) 社会援護士 specialise) 

l’education nationale et de (assistant de service 

l’enseignement superieur) social) 

国民教育・高等教育行政事 研究教育技能補佐員 図書整理職員

務補佐員 (adjoint technique de (magasinier de bibliothe-

C種 (adjoint administratif de recherche et de formation) que) 

l’education nationale et de 

r enseignement superieur) 

※注：閉じ職階内では、上に記された職カf上位の職である。また、保健福祉職には C種職員が存在しなし、。

3下部組織が置かれている。

技術・行政・技能・保健福祉・図書館職員部が管

理する職員は、当該業務領域の初等中等教育・高等

教育・研究行政（以下「教育研究行政」）で勤務す

る全ての職員 I7) である。この範曙に含まれる職種

は職員に関する制度改正に伴って度々変更されてい

るが、 2010年以降、それら職種名の頭文字をとって

“BIATSS”と称されている（以下「教育研究行政職員」

又は「BIATSS」）。大学を始めとする高等教育機関で

勤務するBIATSSは、教育研究行政全般でキャリアを

重ねる訳ではなく、国民教育省と高等教育・研究省並

びにそれらの出先機関や所轄機関の間で異動し、ある

程度の専門化が図られている。但し、特に上位の職員

はBIATSS内だけではなく、他省庁で勤務する上級行

政官（administrateurcivil) ( 8 1から就くことがある。

BIATSSは、業務領域毎に採用資格等による区分に

基づいて、 A種・ B種・ C種の3種類（categorie）の

職階に分類され、それぞれに官職が設定されている（表

1)。A種で採用されるには、同じ職種のB種・ C種と

比べて、高い学歴と高度な内容の試験に合格しなけれ

ばならない。

2012/2013年度現在、国立の高等教育機関（大学以

外を含む）で勤務するBIATSSは52.835人である I9 I。

そのうち、 213近くの65.7%(34.737人）を研究・教育

技術・技能職（“ITRF”と略される）が占め 110）、行政

職と保健福祉職（合わせて“ASS”と略される）両者は

25.6% (13,517人）、図書館職は8.6%(4,542人）ある。

これら以外に監査職員等39人がBIATSSに含められ

ている（表2）。全体の6割強を女性が占め、その割

合はASSでは8割強、図書館職では7割である。

2.採用

行政職・保健福祉職（ASS）の採用は、原則とし

て、資格保持者を対象とした試験による公募によっ
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表2 教育研究行政職員（BIATSS）の職種・職階別の人数

職種 職暗 人数
全体に占め

女性の割合
る割合

A種 2,203 

B種 3,399 
行政職・保健福祉職

C種 7,439 
(ASS) 

非正規 476 

小言十 13,517 25.6% 84.0% 

A手重 11 ,201 

B種 8,714 
研究・教育技術・技

C種 14,821 
能職 (ITRF)

非正規

小計 34,737 65.7% 52.6% 

A種 1,400 

図書館職
B種 1,368 

C種 1,774 

小計 4,542 8.6% 69.4% 

監査等 A種 39 0.1 % 71.4% 

合計 52,835 100.0% 62.0% 

て行われる。公募にはA種職員を対象とした全国公

募（nationaux）とそれ以外を対象とした地方公募

( deconcentres）の2種類の方式がある。前者の試験

は全国統一的に行われ、採用者の配置は全国規模で行

われる。後者は教育研究行政の出先機関である大学区

本部（rectorat）又はその下部組織単位で実施され、

採用者の配置は受験した大学区内である (11）。

研究・教育技術・技能職 (ITRF）の採用試験は、

専門活動領域（branched'activite professionnelle : 

BAP）毎に行われる。 BAPは以下のA～Jに分類さ

れる (HとIは廃止されたため欠） : A）生命科学、 B)

化学・物質科学、 C）工学・科学機器、 D）人文社会

科学、 E）情報・統計・科学計算、 F）情報・文化・

広報・編集・教育情報通信技術、 G）不動産・物流・

危機防止・修復、 J）管理・運営。 A種の採用は、全

国統一試験合格者を対象として各機関で行われる。 B

/C種の採用は大学区毎に行われる。

図書館職の採用は、全国統一試験によって一元的に

行われる。 A種の図書管理官の職は従前、国立古文書

学校（Ecolenationale des chartes）の修了者に限定

されていたが、同修了者を対象とした特別選抜はある

ものの、現在は他の関連資格保持者にも開放されてい

る。

全職種を通じて、採用試験には外部試験と内部試験

がある。詳細はそれぞれの職種毎に決められるが、前

者は特定の学位等を保持する者全てに聞かれているの

に対して、後者は既に公務員として特定の業務に従事

している者を対象としている。上位の職種は内部試験

のみによって採用される。また、一部の専門職（医師等）

については、外部試験しか実施されていない。 2012年

の採用試験の実施状況は表3の通りである（121。

3.職員人事に関する協議制度

フランスの公務員制度を反映して、大学職員は、学

内に又は複数の機関共通で設置される機関同数委員会

(commission paritaire dモtablissement : CPE）及び

技術委員会（comitetechnique: CT）の二つの委員会

組織を通じて、大学の職員人事政策に大きく関与して

いる。

教育法典第935-6条に基づいて設置される機関同数

委員会（CPE）は、職員の個別の人事案件（配置や昇

進など）について執行部と職員の間で協議を行う場で

守ーフ臼



表3 教育研究行政職員（BIATSS）の採用試験状況（2012年）

分類 職種
外部試験 内部試験

受験者 合描者 合格率 受験者 合格者 合格率

行政専門官（attached’administration) 3,578 68 1.9 

一般級行政事務官（secretaireadministratif 
6,154 267 4.3 6,979 298 4.3 

de classe normale) 

行政職
上級行政事務官（secretaireadministratif 

1,623 81 5.0 2,757 76 2.8 
de classe superieure) 

1級事務補佐員（adjointadministratif de 
7,126 269 3.8 3,625 273 7.5 

1'e classe) 

行政職合計 14,903 617 4.1 16,939 715 4.2 

医師（medecin) 41 31 75.6 

社会援護専門官（conseillertechnique de 
46 21 45.7 

service social) 
保健福祉職

社会援護士（assistantde service social) 339 59 17.4 10 4 40.0 

看護師（infirmier) 1,287 277 21.5 

保健福祉職合計 1,667 367 22.0 56 25 44.6 

研究技師（ingenieurde recherche) 2,459 110 4.5 697 53 7.6 

調査技師（ingenieurd’etudes) 13,601 335 2.5 2,999 125 4.2 

職別階
技師補（assistantingenieur) 4,052 143 3.5 5,313 127 2.4 

研究教育技能職員（techniciende 
3,833 294 7.7 3,222 283 8.8 

recherche et de formation) 

技能補佐員（adjointtechnique) 1,909 177 9.3 1,979 180 9.1 

A）生命科学 2,495 129 5.2 209 32 15.3 

研究・教育 B）化学・物質科学 1,296 80 6.2 131 28 21.4 
技術・技能 専 C）工学・科学機器 21.6 職（ITRF 739 82 11 .1 111 24 

門
活 D）人文社会科学 554 24 4.3 10 2 20.0 

動 E）情報・統計・科学計算 5,694 216 3.8 1,984 96 4.8 
領
F）情報・文化・広報・編集・教育情域 2,475 99 4.0 775 68 8.8 
lJIJ 報通信技術

G）不動産・物流・危機防止・修復 1,136 116 10.2 929 108 11.6 

J）管理・運嘗 11,465 313 2.7 10,061 410 4.1 

研究・教育技術・技能職合計 25,854 1,059 4.1 14,210 768 5.4 

管理官（conserva鳩山） 493 15 3.0 239 18 7.5 

司書（bibliothecaire) 1,019 14 1.4 429 8 1.9 

図書館職 司書補（bibliothecaireadjoint specialise) 303 19 6.3 160 13 8.1 

図書館補佐員 1,717 10 0.6 477 10 2.1 

図書館職合計 3,532 58 1.6 1,305 49 3.8 

ある。職員の委員と執行部の委員の数が同数であるこ

とから、このような名称が付せられている。職員の委

員は、職種毎に選挙で選ばれる。 2007年の法改正（後

述のLRUの制定）までは職員人事制度の設定及びそ

の全般的運用についてもCPEが審議していたが、現在、

当該事項は技術委員会の審議事項となっている。

公務員の地位に関する法律第15条及び教育法典L.

951-1-1に基づいて設置される技術委員会（CT）は、

大学の職員人事制度の設定及びその全般的運用に関

して、執行部と職員の間で協議を行う場である。他の

。。フ－



表4 評議会の権限・審議事項・委員構成

管理運嘗評議会 教学許議会（conseilacademique) 
(conseil d’administration) 学街分科会 教務・大学生活分科会

．学長の選出 ・研究や学術情報に関する政策や ・教育の基本方針についての提案

主たる権
・大学政策の策定 研究費配分に関する基本方針の ・学位授与権設定と新たな教育プ
・契約についての議決 提案 口グラムの設置の予審

限・審議事
・予算の評決及び会計報告の承認 ・教育プログラム、研究担当教員 ・学生支援の諸方策の策定

項
・教職員の採用、定員の配分 の資格審査、学内組織の研究プ ・教育評価委員会構成の提案
・教育・研究に関する協定の承認 ログラムや契約等の予審

議長 学長 学則で決定する

委員数 24～36人 20～40人 20～40人

教員 8～16人 （両者で）
会＊

内 職員 4～6人 60～80% 10～15% 

訳 学生 4～6人 10～15% * ヨ借金

学外者 8人 10～30% 10～15 

＊博士課程の学生のみ。
“両者の合計で 75～ 80%。但し、両者は同数。

公的機関と異なって例外的に置かれていなかったが、

2007年の法改正以降は大学にもCTが設置されること

となった。CTは、CPE同様、執行部と職員の代表によっ

て構成され、後者は選挙で選ばれる。執行部の委員と

職員の委員の数は以前は同数で、あったが、現在はその

必要性がなくなったことから、執行部側の委員は学長

や運営支援総局長（旧事務局長）等に限定されている。

4.運営参加

フランスの大学では、他の大陸西側欧州諸国同様、

全構成員参加型の運営体制が採用されている。このた

め、大学職員は、教員・学生並びに学外者と共に、全

学の議決・諮問機関である管理運営評議会及び教学

評議会（表4）並びに部局の評議会に参加する。委員は、

職員の種類毎に選挙で選ばれる。教員と比べて委員数

は多くなく、例えば最高議決機関である管理運営評議

会で職員が占める議席の割合は1/6（最大定数の場合）

にしか過ぎない (13）。

皿．大学職員の閲発活動

研修（formationcontinue）を受けることは、公務

員に対して権利として法令で保障されている。教育

研究行政職員（BIATSS）の研修は、前述技術・行

政・技能・保健福祉・図書館職員部に置かれた研修

室（Missionde la formation）の下で、大学区、関連

研修機関、高等教育機関等が実施している。また、最

近は大学職員を対象とした修士課程教育も出始めてい

る。

1 .国民教育・高等教育・研究高等学院（ESENESR)

全国規模で研修を実施するのは国民教育・高等教

育・研究高等学院（Ecolesuperieure de l’Education 

nationale. de l'Enseignement superieur et de la 

Recherche : ESENESR）である。 ESENESRは、国

民教育省及び高等教育・研究省の共管の研修組織

であり、フランス中西部のポワティエに置かれてい

る。 ESENESRの対象は、両省が所管する教育研究

機関の管理職員（教育及び運営）及び教育研究行

政職員（BIATSS）である。研修活動は、初等中等

教育関連研修と高等教育関連研修が分けられて実

施されており、それぞれを学校教育・技術革新研修

部（Departementdes formations de l’enseignement 

scolaire et de l’innovation）と高等教育・研究研修

部（Departementdes formations de l'enseignement 

superieur et de la recherche）カ守旦当している。

ESENESRが2012年に行った高等教育関係研

修には、延べ1.948人が参加した（表 5）。また、

2013/2014年度に提供している高等教育関係の研修活

。ノ
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表 5 国民教育・高等教育・研究高等学院（ESENESR）高等教育関係研修実績（2012年）

領域 参加者数

学生生活（viede ｜冶tudiant) 725 

財務・資産管理（gestionfinanciere et patrimoniale) 558 

管理運営（pilotageet management) 423 

人的資源管理（GRH) 180 

教育政策（politiqueseducatives) 62 

合計 1,948 

出典： ESENESR(2013) 

表 6 国民教育・高等教育・研究高等学院（ESENESR）高等教育関係研修プログラム（2013/2014年度）

領域 プログラム 対象

高等教育機関におけるデジタル文化と利用
学長、副学長、部局長、 JCT責任者等

経営 運営、 者の開発

ガパナンス
部局の事務責任者 部局や共用施設のの事務責任者、本部の幹部事務職員等

経営：教育政 障害を持つ学生の学習への支援：政策、戦
学長、副学長、研修責任者、部局長、教員等

策 略、実践

経堂：人的資
活動の展開及び収支均衡

機関計画策定関係者、副学長、運営支援総局長、財務責任者、
源管理 人的資源管理責任者、会計官等

欧州域内及び国際流動性
CEVU担当副学長、教育・就職支援担当副学長、国際交流・欧
州担当副学長又は学長補佐等

高等教育・研究機関向けの欧州プログラム
欧州・国際プログラム責任者（予定者を含む）、本部又は部局
の国際交流担当部署の担当者等

欧州及び国際
外国訪問調査：教員への継続教育一課題と UFR長、 CEVU担当副学長、教育担当副学長、人的資源管理
実践 責任者、 FD担当責任者、教員

外国訪問調査：就業能力及び就職機会の拡 UFR長、 CEVU担当副学長、教育担当副学長、国際・欧州担
大のための学生流動性 当責任者、学生副学長等

大学教育について考えるワークショップ 教員（大学内で実施していない大学の教員を優先する）

学習・大学生 JCTを用いた大学コミュニティの専門的運
新任コミュニティ管理者及び就任予定者

活：社会的・ 営推進
市民的課題

中等・高等教育において進路指導又は就職支援に従事している
女性、科学、技術

者、その他の関係者

出典： http:I /www.u-pec.fr I prati ques/ uni vers ite/presentation/master-2-deve I oppement-et-management-des-
universites-305853.kjsp 

動は表6に示されている通りである。

2.大学・高等教育機関相互支援機構（AMUE)

大学・高等教育機関相互支援機構（Agencede 

mutualisation des universites et etablissements 

d'enseignement superieur et de recherche : AMUE) 

は、大学及びその他の高等教育機関の連携によって設

立された運営支援組織である。その法的地位は公的利

益団体（groupementd’interet public : GIP) 114）で、

主たる収入源は加盟校からの負担金等と高等教育・研

究省からの補助金である。

AMUEの主な活動は大学運営のためのソフトウェ

アの開発であるが、それに関連した研修に加えて、大

学運営全般に関するセミナ一等を行っている。これら

の研修活動は、学生生活、人的資源、財務、運営、研

究管理、情報システム、不動産、ソフトウェアの領域

別に実施されており、例えば最近の学生生活関連の研

修では、学生の企業研修、教育機関の非宗教性、文化

nu 
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表7 ストラスブール大学の初任者研修

単元1 衛生・安全対策

単元2 大学に関する法制と組織

単元3 高等教育機関の改革

単元4 高等教育の編成

単元5 高等教育の教職員：公務員の権利と義務一公的活動の規則

単元6 大学の予算と財務制度

選択科目 （配置された部署によって選択）

活動、大学問移動、学生文化、学生納付金の在り方、

学生像など多様な主題が取り上げられている。

3.大学内の研修活動

研修が公務員である職員の権利として法律で規定

されていることは上に述べたが、第一義的にその権利

を保障するのは大学である。このため大学は非常に多

様な研修プログラムを用意しており、例えばストラス

ブール大学の2014年研修プログラム 1151の冊子は246

頁にも及んでいる。その研修は、新規採用者向けの研

修のほか、人的資源管理、財務・会計、質保証、教務、

進路指導・就職支援、事務一般、研究支援の業務領

域毎に設定された研修、職員が専門特化していくため

の研修、業務用ソフトウェア利用のための研修、危険

防止のための研修が提供されている。その中から、表

7に初任者研修の項目を示した。

4.その他の開発活動

主なものとしては、機能別の団体（例えば人事や学

生支援）、地域別の連合組織、職員組合、民間の各種

教育訓練プログラムなどが挙げられる。最近見られる

ようになった活動として、一部の業務領域で専門職団

体が形成されていることから、その活動の一環で研究

会開催や雑誌発行等を通じた開発活動が実施されてい

る。専門職団体の例として、フランス資金調達者協会

(Association frarn;aise des Fundraisers）がある。

表8 パリ東クレテイユ・バル＝ド＝マルヌ大学経済・経営 UFR修士課程第2学年プログラム「大学の閲
発と経営J

・高等教育の現代的諸課題

科目群1「高等教育・研究の現代的
．フランスの大学の制度的枠組

課題」（6ECTS)
・高等教育政策の分析
・大学組織の社会学
・研究・分析・データ処理の手法

．プロジェクト管理及び変化への対応
・人的資源管理．交渉と争議の管理

科目群2「経営の技術J(6ECTS) ・予算の管理と内部統制
・会合の運営
．マーケティングと情報伝達

・大学の戦略的経営

科目群3「高等教育・研究機関の経 ・研究及びイノベーションの活用

営J(6ECTS) ．質の評価と管理
．国際政策と国際開発の管理
．学生の学習経路と就職の政策運営

・専門的職業経験（職業実践期間内に実施）
科目群4「専門的実践J(24ECTS) ・高等教育における英語

．修論

科目群5「質、統制、監査J(6ECTS) 

出典： http:I lwww.u-pec.fr/pratiques/ un iversite/presentati on/ master-2-deve loppement-et-management-des-
universites-305853.kjsp 
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また、主に大学職員を対象とした修士課程のプログ

ラムも開設されている。パリ東クレテイユ・バル＝ド

＝マルヌ大学の経済・経営教育研究単位 1161は、 2009

年、大学職員向けのプログラムである「大学の開発と

経営（Master2 Developpement et management des 

universit白： M2・DMU）」を開設した 1171。M2-DMU

は経営、法学、社会科学領域の修士課程第1学年修

了者を対象とする修士課程第2学年のプログラムであ

る。表8に示すように、 M2-DMUは五つの科目群で構

成され、学生は講義（計400時間）を受講するととも

に実践活動に従事し、最後は修士論文を仕上げなけれ

ばならない。 M2-DMU修了後に従事することが想定

されている業務として、大学内における各種調査、機

関計画の実施事業、質保証・評価、欧州、｜規模の競争的

資金獲得、産学連携、地方公共団体との連携のほか、

大学運営に関するコンサルタント業務などが含まれて

いる。

w.大学職員を巡る近年の動向と課題

本稿では、フランスの大学の法的地位を反映して職

員は公務員であり、その原則が大学職員に全面的に適

用されていることを見た。こうした状況に対して、大

学職員に求められる職務の特性に鑑み、より柔軟な制

度を求める意見は少なくない。高等教育の大衆化が

進む1980年代は大学を取り巻く環境が大きく変わり

始め、大学に戦略性が求められるようになり、大学の

執行体制の在り方が大きく変化してきた（Beckmeier,

1992）。そのことは、大学事務の在り方に根本的な変

革をもたらした（Dizambourg,1997）。

大学の事務組織の主たる業務は、従前、各種行政文

書を作成し、意思決定一学外（特に高等教育所管省）

で行われることが少なくないーの準備並びに決定を実

施することであり、職員の業務は判断を要しない定型

的なものが中心で、あった（同前）。しかし、上述したよ

うな大学の変化は、大学事務の多様化、契約締結にか

かる交渉や情報の収集、学内における協働作業や活動

の優先付け、地域や他の高等教育機関等との連携にか

かる交渉といった、新たな能力を必要とする業務の拡

大をもたらすとともに、これらの業務に従事する職員

の養成・確保を重要課題として意識させることとなっ

た（Aime.2003）。かかる要請は1990年代の中頃から

強くなり、 ESENESRの前進である国民教育省幹部職

員養成学校 (Ecolesuperieure des Personnels de 

l’Encadrement du Ministere de !'Education nationale 

: ESPEMEN）が設置され、また、 AMUEの活動が職

員開発全般に広がっていったのもこの時期であった。

大学の自律性拡大は、契約政策の導入などを通じ

て小刻みに実施されてきたが、 2000年代に入って政

府の行財政制度改革並びに大学改革を通じて大幅に

認められることとなった。前者に関しては、 2001年に

採択され2006年から全面実施された予算組織法（Loi

organique relative aux lois de finances: LOLF）が事

後的評価を伴った予算の包括化を可能にした。後者に

関しては、 2007年に制定された大学の自由と責任に関

する法律（Loirelative aux libertes et responsabilites 

des universites : LRU）が大学の裁量を大幅に拡大す

るとともに、執行部・議決機関（管理運営評議会）へ

の権限集中を図るといった組織運営制度改革を行っ

た 1181。

LRUでは、大学運営の支援体制を全面的に見直す

こととされ、従来の事務局の機能拡大が図られた。そ

の一環で、 2010年、政令第2010-175号によって事務局

長（secretairegeneral）は運営支援総局長（directeur

general des services）に置き換えられた。従来の事

務局長が管理業務（gestion）の統括を行うとされて

いたのに対して、運営支援総局長には、①総務・財務・

技術組織の統轄・編成・業務の適切な遂行、②機関の

政策立案への貢献及びその実施にかかる実務の担保、

③総務、財務、不動産、人的資源、情報システムの管

理において機関の業績指標の構想－整備と継続的確

認といった広範な責任が付与されている。こうした変

化について、ピエール＆マリー・キュリ一大学（旧パ

リ第6大学）の運営支援総局長マルテインヌ・ラモン

(Martine Ramond）氏は、当該職はアングロ＝サクソ

ンの大学の“executivevice-president'，に相当し、大学

の意思決定に積極的に参加することとなったと説明し

ている 1191。

更にLRUは、予算の範囲内において、大学の裁量

ウム句、d



で契約職員を雇用することを可能にした。その結果、

これまで、の公務員制度下で、は不可能で、あった高い専門

性を有する職員を雇用することができるようになり、

広報、資金調達、情報処理、学生相談、就職支援など、

様々な領域で専門職員が雇用されることとなった。前

述のように、資金調達担当者などは専門職団体を組織

して開発活動等を行うようになっているO

フランスの大学では、公務員制度が維持されながら

も、自律性拡大や戦略性の要求に対応して様々な取り

組みが図られてきた。しかしながら、公高等教育の実

施機関として位置付けられた大学に関する制度の根幹

は大きく変わっておらず、そのことは大学にとって大

きな制約となっている。特に、 LRU以降も教職員の身

分は公務員のままであり、総人件費（massesalariale) 

が固から大学に移されたとは言え、大学側に給与を決

定する権限はなしミ。それにもかかわらず、 LRU以降

は教職員の平均年令上昇に伴って総人件費が増加し、

契約職員を多く雇ったことも相侠って、多くの大学が

資金不足に陥っている。また、公務員制度に準拠して

職員人事についての協議制度が設けられていることか

ら、大学が戦略的に人事を行うことは難しい。

今日、フランスの大学職員は、大学が置かれた環

境や求められる役割の変化に対応して、更なる機能の

向kや拡大を図ることが求められている。これまでに

様々な試みが行われてきたが、公務員制度を基礎にし

た職員制度には制約が非常に大きく、運営支援機能向

上の大きな妨げになっていることは否めない。しかし

ながら、「脱政府化」が進む中で政府の役割も見直さ

れており（Ferlie.Musselin & Adnresani. 2008）、更

なる大学の自律性拡大が不可避であることに鑑みれ

ば、徐々にではあるもののそれに対応した制度に向け

て改革が図られるものと思われる。

［注］

( 1) フランスの大学職員の詳細については大場編

(2006）を参照されたい。統計数値等は古くなって

いるものの、制度の根幹は大きくは変わっていない。

本稿の執筆に際しては、参考文献一覧に記載された

文献に加えて、フランス政府関係省庁とその関連機

関の文書及びウェブサイトを参照した。

(2) フランスの高等教育制度の概要については石村

(2005）参照。

(3) 公施設法人は、特定の公役務を行うために一定の

自律性を与えられて設立された公法上の法人。日本

にかつて多く存在した特殊法人に類似する制度であ

る。 EPSCPの詳細については長谷（2012）参照。

(4) 大学の名を冠する高等教育機関で、 EPSCPでは

なく特別高等教育機関（grandetablissement）の

地位を有する機関がある。特別高等教育機関は、

EPSCPに適用される規定の一部を例外的に逸脱す

ることが認められている。 EPSCPから地位変更し

たパリ＝ドフィーヌ大学（I日パリ第9大学）や統合

によって設置されたロレーヌ大学がそれに該当す

る。高等教育機関の地位については、大場・夏目

(2010）参照。

(5) 2013圃2014年度現在の年間登録料は、学士課程183

ユーロ、修士課程254ユーロ、博士課程388ユーロ

である。日本の大学の入学金に相当する学生納付金

は存在しない。

(6) フランスでは内閣改造毎に省庁改編が行われ、教

育行政を担当する省の名称が一定しない。また、初

等中等教育行政と高等教育行政が分離されることが

ある。ここで示した2省は、 2014年2月現在の組織

である。

(7) 但し、初等教育学校（ecoleprimaire）の管理は

全面的に地方公共団体が所掌することから、その職

員は同部の所管ではなし、。

(8) 全省庁を通じた上級行政職員。国立行政学院

(Ecole nationale d’Administration: EN A）で養成さ

れ、採用後は総理大臣の所管に置かれる。

(9）統計数値の出典は、断りがない限り DEPP(2013) 

である。

(10) ITRFは技師・技能職員を中心とした職種である

が、理工系に限らず人文社会系も含んだ幅広い業務

領域に設定された職種である。採用に関する次項参

照。

(11) 大学区は概ね州（region）に対応した教育研究

における行政区画である。その長である大学区長
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(recteur）は、区内の各大学の総長（chancelier) 

の地位を有する。

(12) 設定されている職種が細分化されて試験が行われ

ることなどから、採用区分は表1で示された官職と

は一致しない。

(13）職員の議席率は2013年の高等教育・研究法で引

き上げられた。それまでは1/10で、あった。

(14) 非営利目的の活動を共同で行うことを目的とする

公法上の法人。

同教員及びBIATSSの両者を対象としているが、大

半は後者向けであるo

同教育研究単位は日本の学部・研究科に相当する教

学の基礎的組織。なお、フランスには、他の欧州諸

国同様、学部・大学院の区別は無い。

間本プログラムの記述にあたっては、そのWebサ

イト（表8の出典）を参照したほか、責任者のステ

フアニ・ミニョ＝ジエラール（StephanieMignot-

Gerard）氏へのインタビューを行った。

(18) LRUは2009年から順次適用され、 2013年1月に

全ての大学が新制度に移行した。しかし、 2012年

に政権をとった社会党がLRUの全面見直しを行い、

2013年に制定された高等教育・研究法で執行部・

議決機関への権限集中は後退することとなった。大

場編（2014）参照。

(19) 2012年3月22日聞き取り調査。但し、ペルピニャ

ン大学運営支援総局長のポール・タベルネ（Paul

Taverner）氏のように、政令改正がもたらしたの

は名称の変更のみで、実質的に職務内容に変化はな

いと指摘する者もいる（2012年3月30日聞き取り調

査）。調査の概要は大場編（2014）参照。

【参考文献｝

石村雅雄（2005年）「フランスの大学」有本章・山野

井敦徳・羽田貴史編『高等教育概論』ミネルヴァ書

房、 184-193頁。

大場淳編（2006年）『諸外国の大学職員《フランス・

ドイツ・中国・韓国編》（高等教育研究叢書87）』広

島大学高等教育研究開発センター。

大場淳編（2014年）『フランスの大学ガパナンス（高

等教育研究叢書127）』広島大学高等教育研究開発

センター。

大場淳・夏目達也（2010年）「フランスの大学・学位

制度」大学評価・学位授与機構編『学位と大学（大

学評価・学位授与機構研究報告第l号）』大学評価・

学位授与機構、 93-159頁。

滝沢正（2002年）『フランス法第2版』三省堂。

長谷浩之（2012年）「フランスの国立大学の法的地位

と近年の改革：公施設法人としての地位と、国一法

人関係の契約化・マネジメント改革の進展」『自治

研究第88巻第8-11号』、（8)102-121/ (9)105-124 / 

(10)81-104 / (11)127-151の各頁。

Aim色P.,La formation des personnels IA TOS dans 

les EPSCP, Lαγevue des secγetα4γes geneγα'UX 11, 

juillet 2003, pp. 67-68. 

Beckmeier C., Reseaux decisionnels dans les 

universites fran~aises et allemandes, Friedberg E. 

& Musselin C., Le gouvernemeηt des univeγ・sites: 

peγspectives compαγαtives, Paris: L’Harmattan, 

1992, pp. 29-53. 

DEPP = Direction de l’Evaluation et de la 

Prospective et de la Performance, Reper・eset 

7・ejerencesstatistiques 2013, Paris: MEN/MESR, 

2013. 

ESENESR = Ecole superieure de l’Education 

nationale, de l'Enseignement superieur et de 

la Recherche, Rαppoγt d'activite 2012, Poitiers: 

ESENESR, 2013. 

Ferlie E, Musselin C & Adnresani G., The steering 

of higher education systems: a public manage-

ment perspective, Higher Educαtion 56, 2008, pp. 

325-348. 

4a 

司
、
】


